
事業

番号 R7年度分 R8年度分

1 物価高騰対策給付金給付事業 196,387,325 196,387,325

・物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
・給付金額　令和6年度分の住民税均等割非課税世帯1世帯あたり3
万円、同世帯の子ども1人あたり2万円

物価高騰が続く中で、給付金を交付することにより、低所得世帯の
経済的負担軽減を図ることができた。
また、こども加算を実施することで、特に家計への影響が大きい低
所得の子育て世帯を支援することができた。

対象世帯に対して令和
7年2月までに支給を開
始する。

R7.2支給開始～R7.11支
給完了
交付件数：5,380件

2～5 欠番

6 水道料金（基本料金）減額事業 111,450,300 111,450,000
・物価高騰への対応として、一般家庭向けに多く設置されている水
道メーター口径13mm及び20mmの使用者を対象に、水道料金の基本料
金を減額することにより、市民等の生活や暮らしへの支援を行う。

物価高騰が続く中で、減額することにより、市民等の経済的負担軽
減を図ることができた。

該当者への減額対応実
施100％

減額対応率100％

7 水道料金減額相当支援給付事業 592,440 592,000

・物価高騰への対応として、他市水道へ料金支払いをする大谷地区
等の市民等および小水道区域の市民等を対象に、水道料金減額相当
分を支援給付金として給付することにより、市民等の生活や暮らし
への支援を行う。【NO.6の該当にならない一部の市民等への救済措
置として、減額相当分を補助する。】

物価高騰が続く中で、給金を交付することにより、市民等の経済的
負担軽減を図ることができた。

該当者への支援給付対
応実施100％

給付率
・大谷地区  77.3％
・小水道区　93.4％

8
子育て世帯生活応援給付金支給
事業(R6補正)

3,380,086 3,380,000
・食品等の物価高騰による負担の増加を踏まえ、子育て世帯の生活
の支援を行う。
・給付金額　児童一人当たり5,000円

食品等の物価高騰による負担の増加を踏まえ、子育て世帯の生活の
支援を行う。

該当者への支援給付対
応実施100％

対応率98.8％

9
子育て世帯生活応援給付金支給
事業(R7予備費)

18,900,000 18,900,000
・食品等の物価高騰による負担の増加を踏まえ、子育て世帯の生活
の支援を行う。
・給付金額　児童一人当たり5,000円

食品等の物価高騰による負担の増加を踏まえ、子育て世帯の生活の
支援を行う。

該当者への支援給付対
応実施100％

対応率98.8％

10
子育て世帯生活応援給付金支給
事業(R7補正)

9,402,000 9,402,000
・食品等の物価高騰による負担の増加を踏まえ、子育て世帯の生活
の支援を行う。
・給付金額　児童一人当たり5,000円

食品等の物価高騰による負担の増加を踏まえ、子育て世帯の生活の
支援を行う。

該当者への支援給付対
応実施100％

対応率98.8％

11
水道料金（基本料金）減額事業
（追加支援）

55,473,000 54,398,000

物価高騰への対応として、一般家庭向けに多く設置されている水道
メーター口径13mm及び20mmの使用者を対象に、水道料金の基本料金
を減額することにより、市民等の生活や暮らしへの支援を行う。
水道料金（令和8年2月請求分から3月請求分までの2か月間）の基本
料金分を減額する。

物価高騰が続く中で、減額することにより、市民等の経済的負担軽
減を図ることができた。

該当者への減額対応実
施100％

減額対応率100％

12
水道料金減額相当支援給付事業
（追加支援）

293,400 200,000

物価高騰への対応として、他市水道へ料金支払いをする大谷地区等
の市民等および小水道区域の市民等を対象に、水道料金減額相当分
を支援給付金として給付することにより、市民等の生活や暮らしへ
の支援を行う。【NO.11の該当にならない一部の市民等への救済措
置として、減額相当分を補助する。】

物価高騰が続く中で、給金を交付することにより、市民等の経済的
負担軽減を図ることができた。

該当者への支援給付対
応実施100％

給付率
・大谷地区  70％
・小水道区　100％

令和７年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業について

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は、エネルギー・食料品価格の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図ることを目的として、国において創設されました。
　本市では、物価高騰対策給付金などの８事業を令和７年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画に計上し、事業を行い、年度内に完了した全事業について効果検証を行いました。
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